
〒541-0057  大阪市中央区北久宝寺町四丁目3番11号 TEL. 06-6281-0304 (代表)　FAX. 06-6281-9860
〒460-0003  名古屋市中区錦二丁目12番14号 TEL. 052-201-9880 (代表)　FAX. 052-201-9888
〒106-0047  東京都港区南麻布五丁目2番32号 TEL. 03-5447-2511 (代表)　FAX. 03-5447-2512

本　　　　社
名古屋オフィス
東京オフィス

〒106-0047  東京都港区南麻布五丁目2番32号 TEL. 03-5447-2615 (代表)　FAX. 03-5447-2618
〒460-0003  名古屋市中区錦二丁目12番14号 TEL. 052-221-8008 (代表)　FAX. 052-221-8028
〒541-0057  大阪市中央区北久宝寺町四丁目3番11号 TEL. 06-6241-6405 (代表)　FAX. 06-6241-6406

本　　　　社
名古屋オフィス
大阪オフィス

〒101-0021  東京都千代田区外神田六丁目15番14号 TEL. 03-3833-4811 (代表)　FAX. 03-3833-4813本　　　　社

事 業 年 度

基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱場所
（お問い合わせ先）

同 取 次 所

公 告 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日

（1）定時株主総会・剰余金の配当（期末） 3月31日
（2）剰余金の配当（中間） 9月30日
（その他必要あるときには、あらかじめ公告いたします。）

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

〒530-0004
大阪市北区堂島浜一丁目1番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
TEL. 0120-094-777（通話料無料）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社　全国各支店

電子公告により、当社ホームページ（http://www.nextware. 
co.jp/）に掲載いたします。なお、やむを得ない事由により、
電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載いたします。

ネクストキャディックス㈱では、ケーブルテレビ事業者向け「緊急地
震速報配信システム」の販売を行なっております。
このシステムは、現行のCATV設備とその地域メディア特性を有効
に活用し、各利用者宅へ低コストで地震到達情報を音声により配信
するシステムです。
情報を受け取った利用者は退避行動をとることにより、地震被害の
防止・軽減が可能になります。

緊急地震速報配信システム

家庭用受信端末機：SH210-J ／子機：SH210-J-S

株主メモ Topics

株主通信第18期中間
H19／4／1～H19／9／30



株主のみなさまへ

Top Message Business Outline

ネクストウェアの基本姿勢

代表取締役社長

豊田 崇克

「いつも NEXT」～最良のWARE、最適なWARE、最新のWAREを追い求めて～

「創造はマインドウェア」

一、仕事を通して社会に奉仕致しましょう
一、仕事を通して家庭を幸福に致しましょう
一、仕事を通して会社を発展させましょう

社　是

社　訓

株主のみなさまには、益々ご清栄のこととお慶び申し上

げます。ここに、当社第 18 期事業年度の上半期（平成

19 年 4 月1日から平成 19 年 9 月30日）の営業の

概況等につきご報告申し上げます。

情報システム業界の業績は、好調な企業業績を背景に

した民間設備投資の増加に支えられ、販売・生産・物流等

の大規模基幹系システムの刷新更新など、システム投資

の拡大により堅調に推移いたしております。

このような環境のもと、当社グループは、高度化・複雑

化する顧客ニーズに対応すべく、技術や問題解決にとどま

らず、お客様の企業価値を最大限に高め、新たなビジネス

環境をもクリエイトする「ウェアコンサルティング」という

考え方をもとに、システムの企画から構築、運用・保守ま

でを一貫して提供することにより、既存顧客からの継続的

な受注および新規顧客の開拓を進めてまいりました。

また、子会社であるネクストキャディックス㈱において

は、本年 10月1日より開始された緊急地震速報配信シ

ステムの販売を行うなど、積極的なビジネス展開を推し進

めてまいりました。

株主のみなさまにおかれましては、今後ともなお一層

のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

経営環境が劇的に変化し続けている昨今、IT はさまざまな
価値観や技術の変化への迅速な対応だけでなく、お客様の利
益やビジネスチャンスを創出することも求められています。ネ
クストウェアは創業以来、技術の向上はもちろん、お客様の IT
システムの現場へ入り込んだ「現場主義」を徹底してまいりま
した。そのことにより、お客様よりも早く課題を見つけ出し、そ
の課題を従来より構築してきたお客様とのリレーションを通じ
て解決いたします。
この信頼関係を基盤に、「お客様」と「供給者」の枠組から、ビ
ジネスパートナーの域まで高めて、お客様の次のビジネスモ
デル構築をお手伝いさせていただきます。
お客様の満足度を最大限にーそれが、ネクストウェアの考え
るウェアコンサルティングのビジネスモデルです。

Ware Consulting
お客様とITアウトソーシングサービスからお付き合いが始まり、お付き合いを深める中でさまざまなソリューション
サービスをご提案し、互いに企業価値を高め、リレーションを強化していく。
これがネクストウェアの「ウェアコンサルティング」の考え方です。

ウェアコンサルティングのビジネスモデル

　“お客様のニーズや課題、そして回答までもがお客様のところに
ある”そうした認識に基づき、ネクストウェア創業当初からお客様
と、一緒になってソリューションを導き出すアウトソーシング事業を
コア事業として活動してまいりました。東京・中部・大阪に拠点を置
き、業界に精通した優秀な技術者がシステムコンサルティングか
ら、設計・開発、診断・性能評価、ヘルプデスク、運用・保守にいたるま
でワンストップでご提供いたします。最大の特徴は、徹底したユー
ザ志向。ここから生まれる深い信頼関係の中で、お客様以上にお客
様の情報戦略を理解することに努めて、次期システム開発をお客
様と共に推進しております。

EOS（エンタープライズ・アウトソーシングサービス） EOSの考え方

ネクストウェアの守備範囲

システム開発体制

etc.

業務分析

従来の
SIベンダー
の守備範囲

システム設計

システム開発

システムテスト

システムリリース

運用／効率化体制

etc.

運用テスト

運用支援（DB、Network等）

教育

移行

システムソースの効率活用

CIO補佐

開発PM 運用PM

＊　「BTO(ビジネストランスフォーメーション・アウトソーシング)」
設計・運用まで包括的なアウトソーシングを提供することで、短期間に大きな価値を創出

＊＊「BPO(ビジネスプロセス・アウトソーシング )」
企業の各種事務(財務・人事・給与等)受託により、積極的に改善することで、顧客のITコストを削減

▲

ネクストウェア
　ビジネスモデルイメージ
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前中間期（第17期）

（　　　　　　　　　　）自 2006年4月  1日
至 2006年9月30日

△ 425,302
△ 136,331
51,301

△ 510,332
1,117,648
607,316

2,446,057
937,244
3,383,301

1,811,245
489,518
2,300,764
786,632
891,367

△ 444,872
△191,276
△ 4,308
8,092
36,902

1,082,537
3,383,301

2,480,397
2,176,910
303,487
754,887

△ 451,399
9,997
16,273

△ 457,676
－　　

146,848
△ 604,525
11,484
12,202

△ 105,326
△ 171,552
△ 1,331

△ 350,001

当中間期（第18期）

（　　　　　　　　　　）自 2007年4月  1日
至 2007年9月30日

119,135
131,303

△ 450,954
△ 200,514
715,942
515,427

2,846,319
2,322,232
524,086
512,081
12,005
2,508
8,880
5,632
23,959
8,357
21,234
18,972
－　　
△ 652
△ 1,554
3,496
972

前 期（第17期）

（　　　　　　　　　　）自 2006年4月  1日
至 2007年3月31日

△393,194
△137,330
128,818

△401,706
1,117,648
715,942

2,122,891
980,112
3,103,004

1,803,717
498,742
2,302,459
958,039
1,062,774

△1,079,667
△191,276

1,357
8,092
41,223
800,544
3,103,004

5,011,834
4,260,197
751,637
1,341,663
△590,026
13,563
33,446

△609,908
－　　

410,740
△1,020,648

30,533
12,202

△107,961
26,383
2,989

△984,796

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物期首残高
現金及び現金同等物中間期末（期末）残高

連結貸借対照表

連結損益計算書

連結キャッシュ・フロー計算書

Point

（単位：千円）　

  資産の部
流動資産：売掛金及び繰延税金資産の減少などによ

り前年同期比838百万円減少
固定資産：投資有価証券の減少などにより前年同期

比40百万円減少
  負債及び純資産の部
流動負債：借入金及び社債の減少などにより前年同

期比461百万円減少
固定負債：長期借入金の減少などにより前年同期比

135百万円減少
純 資 産：第三者割当増資による増加があるものの、

利益剰余金の減少などにより前年同期比
282百万円減少

資　産　の　部
流　動　資　産
固　定　資　産
資　産　合　計
負債及び純資産の部
流　動　負　債
固　定　負　債
負　債　合　計
資 　 本 　 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自　己　株　式
その他有価証券評価差額金
新 株 予 約 権
少 数 株 主 持 分
純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

売 　 上 　 高
売　上　原　価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営　業　利　益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経　常　利　益
特　別　利　益
特　別　損　失
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
過年度法人税等
還 付 法 人 税 等
法人税等調整額
少 数 株 主 利 益
中間（当期）純利益

Point
売 上 高：ソリューション事業が好調に推移した結

果、前年同期比365百万円増加
営業利益：前年同期比463百万円増加
経常利益：前年同期比463百万円増加
当期利益：前年同期比350百万円増加

Business Outline
連結財務諸表

Consolidated Statements

ソリューション事業

大規模サーバ統合システムの構築、ケーブルテレビ事業

者向け緊急地震速報配信システムの開発ならびに販売が好

調に推移しました。また、自社製ソフトウェアライセンスの保

守・サポートに関する売上高も順調に増加いたしました。こ

れらの結果、ソリューション事業の売上高は983 百万円と

なり、前年同期に比べて391 百万円の増収となりました。

当中間期売上高 983 百万円

既存顧客からの継続したビジネスアプリケーションソフト

ウェア開発の受注に加え、生産性の高い IT マネジメント

サービスを積極的に提案することで、システムアウトソーシ

ング事業の業績は堅調に推移しました。この結果、システム

アウトソーシング事業の売上高は前年同期とほぼ同額の

1,862 百万円となりました。

当中間期売上高 1,862 百万円

（前中間期 592百万円）（前中間期 1,887百万円）

当中間期売上高 2,846 百万円

（前中間期2,480百万円）

当中間期経常利益 5 百万円

（前中間期△457百万円）

当中間会計期間における国内景気は、エネルギー資源
価格の高騰など不安材料はあるものの、海外経済の拡大
に伴う輸出の増加や、高水準である企業収益に支えられ
た設備投資により、景気は緩やかながら拡大基調で推移
しました。情報サービス産業も、企業のソフトウェア分野
の需要が伸長しており、引き続き情報化投資は活発に推
移しました。
当社においては、ビジネスアプリケーションソフトウェ

ア開発の受注が堅調に推移するなか、徹底したプロジェ
クト管理とともに、顧客ニーズに対応しうる技術者の投入
により生産性を高め、収益力の向上に努めました。また、
当社連結子会社においては、ケーブルテレビ事業者向け
緊急地震速報配信システムの販売や、官公庁向けの地
震・防災監視システム構築の受注が好調に推移しました。

これらの結果、当中間連結会計期間における連結売上
高は2,846 百万円（前年同期比 14.8％増加）、連結経
常利益は 5 百万円（前年同期は 457 百万円の経常損
失）、連結中間純利益は 0.9 百万円（前年同期は 350
百万円の純損失）となりました。

OS（システムアウトソーシング）事業

営業の概況

当中間期の営業概況について

1,607,180
896,827
2,504,008

1,350,049
353,741
1,703,791
958,039
1,062,774

△ 1,078,694
△ 191,276
△ 3,439
8,092
44,720
800,216
2,504,008
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会　社　名

設　　　立
資　本　金
決　算　期
従 業 員 数

ネクストウェア株式会社
Nextware Ltd.

1990年6月1日
9億5,803万9,996円
3月31日
365名

事 業 内 容

持株数
（株）

議決権比率
（％）

株　主　名

（2007年9月30日現在）

※保有自己株式５，６４４株は、議決権株式数に含んでおりません。

（2007年9月30日現在）

（2007年9月30日現在）

代 表 取 締 役 社 長

代表取締役副社長

専 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役（ 社 外 ）

常 勤 監 査 役

監 査 役（ 社 外 ）

監 査 役（ 社 外 ）

豊　田　崇　克
田　　　英　樹
梨　本　豊代美
岸　灘　俊　幸
脇　本　寿　郎
川　﨑　裕　二
山　口　能　孝
泉　　　秀　昭
腰　塚　　　弘
服　部　　　敬
岡　　　英　雄

会社が発行する株式の総数
発行済株式総数
株　主　数

304,800株

96,070株

2,371名

役　　　員

株式の状況

大　株　主

ピー・シー・エー株式会社

有限会社ティ・エヌ・ヴィ

豊田　崇克

ネクストウェア従業員持株会

ネクストウェア取引先持株会

東京海上日動火災保険株式会社

田　英樹

太田　万三彦

和田　成史

梨本　豊代美

14.99

13.08

10.91

3.58

2.70

2.12

1.96

1.55

1.47

1.32

13,550

11,824

9,861

3,243

2,446

1,920

1,778

1,402

1,330

1,199

1.コンピューターのシステム設計及び
ソフトウェア開発業務
2.コンピューター及びその周辺機器の
賃貸・売買及び輸出入

3.コンピューターシステムの運用管理
及び操作支援
4.コンピューターシステムに関する
コンサルティング
5.経営に関するコンサルティング
6.各種催事の企画及び運営請負
7.損害保険の代理店業務
8.前各号に付帯する一切の事業

主な事業所 本社
〒541-0057
大阪市中央区北久宝寺町四丁目3番11号
名古屋オフィス
〒460-0003
名古屋市中区錦二丁目12番14号
東京オフィス
〒106-0047
東京都港区南麻布五丁目2番32号

連結子会社 ネクストキャディックス株式会社
〒106-0047
東京都港区南麻布五丁目2番32号
株式会社システムシンク
〒101-0021
東京都千代田区外神田六丁目15番14号

単独財務諸表

Independent Statements
会社概要

Corporate Outline
（単位：千円）　

Point
  資産の部
流動資産：売掛金及び繰延税金資産の減少などによ

り前年同期比990百万円減少
固定資産：投資有価証券の減少などにより前年同期

比34百万円減少
  負債及び純資産の部 
流動負債：借入金及び社債の減少などにより前年同

期比522百万円減少
固定負債：長期借入金の減少などにより前年同期比

120百万円減少
純 資 産：第三者割当増資による増加があるものの、

利益剰余金の減少などにより前年同期比
381百万円減少

Point
売 上 高：ソリューション事業が好調に推移した

結果、前年同期比227百万円増加
営業利益：前年同期比398百万円増加
経常利益：前年同期比404百万円増加
当期利益：前年同期比260百万円増加

前中間期（第17期）

（　　　　　　　　　　）自 2006年4月  1日
至 2006年9月30日

2,180,098
1,962,011
218,086
637,785

△ 419,698
3,111
15,620

△ 432,207
－　　

146,848
△ 579,056
10,157
12,202

△ 105,326
△ 199,811
△ 296,278

前 期（第17期）

（　　　　　　　　　　）自 2006年4月  1日
至 2007年3月31日

1,800,683
1,074,935
2,875,618

1,684,021
458,545
2,142,567
958,039
1,062,774

△1,105,936
△191,276

1,357
8,092

733,051
2,875,618

4,723,879
3,784,001
489,877
1,122,676
△632,798

6,722
31,073

△657,149
－　　

410,740
△1,067,889

14,233
12,202

△107,961
－　　

△986,363

単独貸借対照表

単独損益計算書

資　産　の　部
流　動　資　産
固　定　資　産
資　産　合　計
負債及び純資産の部
流　動　負　債
固　定　負　債
負　債　合　計
資 　 本 　 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自　己　株　式
その他有価証券評価差額金
新 株 予 約 権
純 資 産 合 計
負債純資産合計

売 　 上 　 高
売　上　原　価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営　業　利　益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経　常　利　益
特　別　利　益
特　別　損　失
税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
過年度法人税等
還 付 法 人 税 等
法人税等調整額
中間（当期）純利益

2,194,430
1,027,407
3,221,837

1,705,683
441,498
2,147,181
786,632
891,367

△ 415,850
△ 191,276
△ 4,308
8,092

1,074,656
3,221,837

当中間期（第18期）

（　　　　　　　　　　）自 2007年4月  1日
至 2007年9月30日

2,407,337
2,024,200
383,136
404,774
△ 21,638
2,461
8,466

△ 27,643
4,124
8,357

△ 31,876
4,318
－　　
△ 652
－　　

△ 35,541

1,203,965
992,633
2,196,599

1,182,755
321,131
1,503,886
958,039
1,062,774

△ 1,141,478
△ 191,276
△ 3,439
8,092

692,712
2,196,599
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